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[内容要旨] 
 

 近年，労働法の規制対象である労働者の多様化，労働関係の複雑化によって，労働法の実効

性確保が大きな課題となっている。そこで，本研究では，労働法規制の実効性をめぐる問題につ

いて，3 つの場面，すなわち，①多様化する労働者・労働関係に対応した労働法の規範設定のあ

り方とその内容の検討，②労働法の規制の名宛人である使用者に着目し，法人単位で把握した伝

統的労働法のアプローチを超える使用者概念の当否や新旧複数の使用者が登場する企業組織再編

における規制のあり方，③労働法規制の実効性確保の仕組みと手法，に焦点を当てて，日本およ

び諸外国における状況を分析しつつ検討を行った。 

 ①の多様化した労働者、労働関係の実態に対応した実効的な労働法の規範設定のあり方につ

いては，第一に，フランスの 2012 年および 2013 年の立法により，従来の有利原則や契約変更に

労働者の同意を要求するという伝統的な立場を制限して，柔軟な労働条件調整を許容し，それに

よって雇用保障を守ろうとする，非常に興味深い最新の状況を紹介・検討した。第二に，これま

で紹介されてこなかったスペイン解雇法を素材に，当事者に解雇紛争解決の予測可能性を高める

ための規制内容の見直しや，高失業・高い有期雇用率等の問題をもたらした解雇規制の柔軟化に

ついて、解雇法制の歴史的展開を踏まえて考察を加えた。 

 ②の規制の名宛人たる使用者に関しては，第一に，不当労働行為規制の名宛人たる使用者を

めぐって近時，大いに関心を集めている労組法上の使用者概念について，昭和 20 年および 24 年

の労組法制定・改正時の状況を詳細に分析した。第二に，アメリカの職業安全衛生法において，

労働契約の相手方たる使用者を超えた責任を認める「危険支配使用者の法理」と「単一使用者の

法理」が採用されていることに着目し，法人単位を超えた責任主体問題に関するアメリカの理論

状況に検討を加えた。第三に，雇用関係の承継や労働条件の維持・変更の問題が旧使用者（譲渡

人）および新使用者（譲受人）という複数の使用者・法人との関係で発生する事業譲渡および会

社分割の場面に着目し，イギリス法の状況を検討した。第四に，使用者の変動が労働者の個別同

意によることなく会社分割という組織的行為によって生ずる日本の会社分割制度において，労働

契約関係の承継と労働者の個別労働条件の変更がどのように処理されているのか，とりわけ 2005

年の会社法制定による会社分割制度の変更が，いかなる理論上の問題をもたらしているのかにつ

いて検討を行った。 

 ③の労働法規制の実効性確保については，第一に，合理的配慮という新たな規制概念を導入

する障害者差別規制には，民事法的アプローチ，刑事法的アプローチ，行政法的アプローチとい

う規制手法の選択肢がある中で，行政法的アプローチを採用した日本法の障害者差別禁止規制の

履行確保の仕組みを検討した。第二に，労働者保護の実効性が最も危うくなる倒産手続における

不当労働行為救済手続の履行確保状況について検討を行い，不当労働行為救済手続を尊重する取

扱いがなされていることを明らかにするとともに，理論上は詰められるべき点が残されているこ

とを指摘した。 

 


